
弘前市下水道事業における
官民連携手法の導入に向けた説明会
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４．質疑応答

５．閉 会
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【次 第】

日 時：令和６年１２月２５日（水）午後2:00～

場 所：岩木庁舎１階 多目的室

主 催：弘前市上下水道部工務課

この資料は、国土交通省［下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第1.２版］
をもとに、現時点での市の導入方針をまとめたものであり、検討の進捗や国の発表に伴い、
変更となる可能性があります。



項 目 公 共 特 環 農 集 小規模 項目 事 業 名 称 備 考

供用開始年度 昭和48 年度 令和2 年度 平成元年度 平成10 年度

処
理
施
設

公 共
弘前市下水処理場 ※1.

地方公営企業法の適用 全部適用 全部適用 全部適用 全部適用 湯口浄化センター 1,100㎥/日

処理区数 3 処理区 2 処理区 14 地区 1 地区
特 環

百沢浄化センター 320㎥/日

行政区域内人口(A) 142,394 人 611 人 19,123 人 21 人 常盤野浄化センター 80㎥/日

処理区域内人口(B) 139,191 人 518 人 19,123 人 21 人
農 集 紙漉沢地区農業集落排水処

理施設ほか１２施設

9,576㎥/日
処理区域面積(C) 3,610.1 ha 45.4 ha 1,430.4 ha 3.5 ha

普及率(B÷A) 97.70% 84.80% 100% 100%
小規模 沢田地区小規模集合排水処

理施設

20㎥/日
処理区域内人口密度(B÷C) 38.6 人/ha 11.4 人/ha 13.3 人/ha 6.0 人/ha

年間総汚水処理水量 18,659 千㎥ 25 千㎥ 1,446 千㎥ 893 ㎥

ポ
ン
プ
場

公 共

桜ヶ丘中継ポンプ場 1,877㎥/日

［事業別概要表（令和４年度末）］ 城西中継ポンプ場 2,093㎥/日

堀越中継ポンプ場 8,053㎥/日

城東中継ポンプ場 2,928㎥/日

汚
水
管

公 共 約812ｋｍ

特 環 約12ｋｍ

農 集 約214ｋｍ

小規模 約0.6ｋｍ

［下水道施設概要表（令和４年度末）］

※1.平成27年4月に雨水滞水池として供用開始
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弘前市における下水道事業は、昭和3７年度より工事に着手し、昭和４８年度から供用開始して
おり、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び小規模集合排水

処理施設整備事業で構成されている。
［以下、公共下水道事業：公共、特定環境保全公共下水道事業：特環、農業集落排水事業：農集、小規模集合排水処理施設整備事業：小規模と記す。］

※表の数値は、弘前市上下水道ビジョン（2024～2033）より抜粋■弘前市下水道事業の概要

・公共では、弘前地区と岩木地区の汚水を青森県の岩木川浄化センターで処理している
・各事業における処理場のほか、中継ポンプ場が４施設、汚水管の総延長は約1,038km

岩木川浄化センター処理場全景（青森県）

弘前市下水道事業の現状と課題①
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弘前市下水道事業の現状と課題②1

・行政人口は将来的に減少傾向にある
・職員数は横ばいである一方で、高齢化が進んでいる

【年齢別職員構成（全体）R5年度】

減少予想

■弘前市下水道事業の課題（ヒト）

【行政人口と年間有収水量の推移と見通し】 出典：弘前市上下水道ビジョン（2024～2033）

出典：令和５年度弘前市下水道事業へのウォーターPPP導入可能性調査業務調べ

【年度別職員数】
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弘前市下水道事業の現状と課題③1

■弘前市下水道事業の課題（モノ）

・老朽化の進行により、令和11年度には耐用年数（50年）を超過する管きょ
が全体の10%以上を占めるようになる

・今後、下水道施設の老朽化対策を重点的に行う必要がある

【老朽管延長と管渠全体に対する老朽管割合の見通し(公共下水道事業)】

出典：弘前市下水道経営戦略【令和2年度～令和11年度】

【事業毎管路状況】

【竣工年度別整備量】

出典：弘前市アセットマネジメント計画策定業務 報告書
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弘前市下水道事業の現状と課題④1

■弘前市下水道事業の課題（カネ）

・流域負担金の増加などにより、支出が年々増加傾向にある
・人口減少に伴い、下水道使用料は減少傾向にある
・事業全体でみると経営の健全性が保たれているものの、公共以外の事業は経営状況
の指標値が同規模自治体の平均値を下回っている

単位：千円
単位：千円

単位：千円
2021年度

項目 指標 公共 特環 農集 小規模 全体

経常収支比率 113.5 66.5 80.6 53.1 106.6

累積欠損金比率 0 932.5 844.4 17759.6

経営の安定性 流動比率 119.1 6.2 5.8 5.1 56.9

債務状況
企業債残高対

事業規模比率
823.0 4715.7 2726.8 12758.6

使用量水準 経費回収率 121.7 39.9 58.1 8.9 109

汚水処理原価 汚水処理原価（円） 150.3 411.3 294.7 1990.3 166.7

経営の健全性

※赤文字は同規模事業体の平均値を下回った指標値を示す。

出典：令和５年度弘前市下水道事業へのウォーターPPP導入可能性調査業務調べ
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弘前市下水道事業の現状と課題⑤

課題解消に対して有効な一つの手段とされる官民連携手法（ウォーターPPP）の
活用を目指す

「ヒト」に関する課題

・職員数は近年横ばいであるが、高齢化の懸念がある
・今後、老朽化対策に係る業務量が増大することで、対応する職員の将来的な人員不足
が懸念される

「モノ」に関する課題

・持続可能な下水道事業とするため、維持管理を主体としたマネジメントが求められる
・下水道施設の老朽化が進んでいるため、対策が必要

「カネ」に関する課題

・下水道料金収入が減少する中、維持管理費の増大が予想されるため、対応が必要
・特環、農集、小規模処理区の財政状況が悪く、経費回収率等の改善が求められる

1
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ウォーターPPPについて①2

事務作業の縮減・業務効率化+スケールメリットによる利益の確保、労務
負荷・コスト負荷の増加を抑制し、持続的な事業運営を目指す
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ウォーターPPPについて②2

・国は令和５年に汚水管改築事業に関する国費支援に対し、令和９年度以降、ウォーターPPPの
導入決定を要件化した

・管理・更新一体マネジメント方式には４つの要件が存在し、すべてを充足する必要がある



ウォーターPPPのうち、管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］を
導入する予定

8

導入予定の官民連携方式3



契約期間は、長期契約として１０年間とする
9

事業スキームについて①《契約期間》4



・処理場、ポンプ場については、先行事例を参考に性能発注を予定
・管路の性能発注については、国の動向を注視していく 10

事業スキームについて②《発注方式》4
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事業スキームについて③《維持管理と更新の一体マネジメント》4

マネジメントの方針は、更新支援型とする予定



プロフィットシェアの仕組みを導入する予定。ただし、国の動向を注視
12

事業スキームについて④《プロフィットシェア》4



公共下水道事業（特環含む）の管路・施設のほか、バンドリングとして農業
集落排水事業の管路・施設を対象範囲として想定 13

業務範囲①《概要と想定範囲》5
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流域関連公共下水道区域

農業集落排水処理施設区域

特定環境保全公共下水道区域

小規模集合排水処理区域

汚水処理場

雨水滞水池

中継ポンプ場

凡　　　例

業務範囲②《処理区域と主要施設》5
主要施設概要

※１．マンホールポンプ445基も対象とする。(全446
基のうち小規模の1基を除く）

※２．小規模集合排水処理施設事業は業務範囲外とし、
市による管理を継続する。

業務範囲は公共（弘前処理分区、岩木処理分区、相馬処理区）、特環（２処理
区）、農集（１４地区）の管路・施設を対象とする。
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業務範囲③《各処理区域の基礎情報》5
流域関連
公共下水道

特定環境保全
公共下水道

農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

処理区分 分流・合流 分流 分流 分流

管渠延長 811.8km 11.7km 214.3km 0.6km

処理場
処理場1

（1100㎥）
処理場2

（320・80㎥）
処理場13

処理場1
（20㎥）

ポンプ場 中継ポンプ所4

マンホールポンプ 196 10 239 1

滞水池等
雨水滞水池1
（20900㎥）

苦情件数 117.8件/年 0.8件/年 13.4件/年 0件/年

道路陥没件数 15.8件/年 0件/年 0.8件/年 0件/年

管渠維持管理実績
※1

255百万円/年 0.2百万円/年 8百万円/年 0.07百万円/年

施設維持管理実績
※2

535百万円/年 － 34百万円/年 0.2百万円/年

包括的民間委託
（施設運転管理）

242百万円（R4～R7） 37百万円 （R6～R7）

予定対象区域
※1 運転・維持管理、改築・修繕、計画・設計の合算
※2 点検・調査、改築・修繕の合算



・令和9年度からの事業開始を目指す
・令和６年度はスキームや執行体制等の検討、マーケットサウンディング、導入評価
を実施予定

・令和７年度はマーケットサウンディング、入札・公募資料の準備を予定
16

業務スケジュール6

令和6年度 令和7年度 令和8年度
令和9年度～
令和18年度

○各種検討
・事業スキーム
・執行体制
○マーケット
サウンディング

○導入効果の整理

○マーケット
サウンディング

○事業スキーム・
執行体制の見直し

○概算事業量の算定
○入札・公募準備

○契約手続きに係る
書類の公示

○入札・公募
○契約・引継ぎ

○モニタリング

導入検討
入札・
公募準備

入札・公募 事業実施



受託者の業務成果を台帳管理し、ストックマネジメント計画に反映させながら、計画的に
改築工事を実施（市が発注）していくスキーム 17

導入イメージ7

大手事業者

地元事業者

地元事業者

地元事業者 地元事業者 地元事業者

地元or大手
事業者

地元・大手
事業者

地元事業者

大手事業者

地元or大手
事業者

地元・大手
事業者

地元事業者

地元事業者

大手事業者

大手事業者

地元or大手
事業者

民間事業者（JV、SPC等）

地元or大手
事業者



アンケートへのご協力をお願いします8

〇アンケートフォーム

・URL : https://short-link.me/M-BA 

・QRコード ：

市では、官民連携手法の導入に際し、官民の意向や条件等について相互理解を深め
ることが、事業効果の高いスキームの構築に繋がるものと考えております。
このたびのアンケートは、皆様の意向を確認できる貴重な機会と捉え、今後の検討

の参考とさせていただきますので、回答についてご協力をお願い致します。

18

《アンケート調査に関する注意事項》
・本アンケート調査は、今後の本市におけるウォーターPPP の導入を含め、いかなる発注、計画等が行われることを
保証するものではありません。

・アンケート調査への参加、各々の質問に対する回答は、完全に任意であり、回答の有無、内容、齟齬、後日の内容
や意思の変化等が、今後の調査や事業者選定プロセスに影響することはありません。

・アンケート調査で回答された意見や提案が、必ず公募内容や入札契約条件に反映されることを保証するものではあ
りません。

・アンケート調査の実施結果については、概要をホームページ等で公表いたします。ただし、公表に当たっては、調
査対象者の氏名・企業名等の特定がなされない形で公表し、企業ノウハウに係る内容は公表しません。

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfvwcEE-dd3wtB3OZB8bTKV3mua2hZzauey6gaBhB4Icul1Rw/viewform


お問い合わせ先

弘前市 上下水道部工務課 下水道建設係
官民連携担当
ＴＥＬ：０１７２－５５－９６６３（直通）
ＦＡＸ：０１７２－５５ー９６６６
mail ：suikoumu@city.hirosaki.lg.jp

弘前市マスコットキャラクター
たか丸くん

ウォーターPPPの詳細については・・・

国土交通省のホームページをご参照ください。
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage
_tk_000585.html

ご清聴ありがとうございました
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